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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本における社会的に望ましい自動車関係諸税に関する議論の一助とし
て、税収中立的な走行税を導入した影響を分析した。第一に、ガソリンの需要関数を推定し、揮発油税の代わり
に同じ税収相当になる走行税を導入する分析を行った。分析の結果、燃費が改善される限り、税収の減少傾向を
抑えられないこと、揮発油税を現状のまま維持するよりは税収の減少は低いことなどが分かった。第二に、自動
車販売の需要関数を推定し、揮発油税の代わりに税収中立的な走行税を導入する分析を行った。分析の結果、販
売される自動車の平均燃費は低下する可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study empirically examines the impact of a tax-neutral mileage tax on 
automobile demand, as a contribution to the debate over whether Japan's automobile-related taxes are
 at socially desirable levels. First, we estimate the demand function for gasoline and conduct a 
policy simulation in which a mileage tax, which would almost be equal to the fuel tax revenue, was 
introduced to replace the gasoline tax. The results showed that as long as fuel efficiency improves,
 the declining trend in tax revenue cannot be controlled. However, the loss in tax revenue is lower 
than maintaining the gasoline tax at current levels. Second, we estimate a demand function for 
automobile sales and simulate the introduction of a tax-neutral mileage tax instead of the gasoline 
tax. This study revealed that the average fuel economy of vehicles sold may decrease.

研究分野： 交通経済学

キーワード： 自動車関係諸税　走行税
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研究成果の学術的意義や社会的意義
今後、電気自動車の普及がより進み、ガソリン車との代替が進んだ場合、財源確保の観点から、どのような走行
税を導入するかは、極めて重要な政策課題の一つとなりうる。本研究はこの議論に関する一助となる可能性があ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
日本における自動車関係諸税は車種による違いはあるものの、取得・保有・利用（走行）時に

それぞれ課税されており、走行時の税として燃料税（揮発油税や軽油引取税）がある。燃料税収
は自動車関係諸税の全体に占めるシェアも大きく、重要な財源の１つである。自動車がガソリン
を燃料として走行する限り、走行距離と燃料消費量には一定の関係があり、揮発油税を通じて、
利用量に応じた課税がある程度、実現されている。 
一方、ハイブリッド車の普及やガソリン自動車のカタログ燃費の改善により、同じ燃料消費量

でより長い距離を走行することが可能になった。また、電気自動車のようにガソリンを動力源と
しない自動車も普及し始めている。これらの理由により、揮発油税の税収は近年、減少傾向にあ
ると考えられる。これは、道路を同じ距離、走行しながら、距離当たりの税の負担には違いがあ
ると解釈することもできる。 
一方、欧州においては貨物車に対して走行距離に応じた課税が既に導入されており、走行税は

現実の政策として導入できる時代となっている。以上の背景により、日本における自動車関係諸
税のあり方を考える上で、走行税を考慮に入れた望ましい税体系の議論は重要な政策課題の１
つであると言える。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は日本における自動車関係諸税の社会的に望ましい税水準・税体系を走行税の導入を

見据えて議論することを当初の目的の一つに掲げていた。自動車交通は混雑、騒音、大気汚染、
地球温暖化など、様々な外部不経済を生じる。従来の燃料税では外部不経済額（例えば混雑）に
応じた課税は難しい反面、走行税として混雑している時間帯の道路に相応の税を技術的に導入
できるのであれば、より効率的な資源配分を実現できる可能性がある。 
一方、混雑料金のように、経済理論的には適切な税であっても、政策の受容性が低くなる可能

性がある。例えば、Parry and Small(2005)の枠組みを日本に適用した川瀬（2010）によれば、
現在の揮発油税を大きく上回る税が示されている。しかしながら、現状の燃料税を大きく上回る
税率の設定は現実的には難しいだろう。 
以上より、本研究はより政策実現可能性が高い税収中立的な（燃料税と同じ税収を実現する）

均一の走行税の導入が与える需要や税収面に与える影響を分析する。こうした分析も、日本の自
動車税制のあり方を考える上で一定の示唆を得られることが期待される。また、本研究は対象を
日本の乗用車市場とガソリン市場としている。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は日本におけるガソリン需要関数並びに自動車の販売に関する需要関数をそれぞれ推
定し、一定の強い仮定の下で、税収中立的な走行税を導入した場合、税収や需要にどのような影
響を与えるのかについて検証するものである。ここでの「税収中立的」とは、ある特定の一時点
における揮発油税収相当を実現する全国均一の距離あたり走行税である。分析に当たり関連研
究のサーベイを行っている。 
 
(1)ガソリン需要モデルの推定 
ガソリンの需要に関しては、石油連盟の都道府県別石油製品販売総括の揮発油の年度データ

を用いた。既存の代表的な実証研究に従い、保有台数あたり、もしくは人口あたりの需要量を被
説明変数としている。また主な説明変数として、価格、所得、自動車保有率に関連するデータを
用いている。既存研究にならい、被説明変数の１期前の値を説明変数に加え、一階階差 GMM など
で推定している。なお、ガソリン価格に関しては、国土交通省の「自動車燃料消費量調査」のデ
ータから都道府県別の走行燃費から求めた走行費用を利用するモデルでも推定を行った。また、
理論値と実測値を比較し、一定の現況再現性があることを確認している。この分析結果を用いて、
燃料税を税収中立的な走行税に置き換えるシミュレーション分析を行った。 
なお、国土交通省の「自動車燃料消費量調査」の都道府県別集計データを用いて上記と同様な

分析を行ったが、現時点では良好な結果を得ていない。 
 
(2)自動車販売に関する需要モデルの推定 
 自動車の販売データを用いて、自動車購入に関する需要関数を推定する。自動車販売台数は日
本自動車販売協会連合会の「新車登録台数年報」から、都道府県別・車名別販売台数などを用い
た。説明変数には自動車の価格や品質を表す変数を用いている。また、本モデルでは都道府県別
のガソリン価格の差が購買行動に与える影響も考慮したモデルでも推定している。また、税や保
有費用についてもある程度、考慮に入れたモデルも推定している。 



 
 
４．研究成果 
 
現時点における研究成果と今後の研究課題を以下に示す。 

 
(1) ガソリン需要の推定結果を用いて、揮発油税を税収中立的で距離当たり全国均一の走行税へ

置き換えた場合のシミュレーション分析を行った。本分析では保有税や取得税に関しては考
慮していない。また、走行税に変更しても、走行燃費や保有台数などが現状から変化しない
強い仮定をおいたものである点に留意されたい。この分析結果は、外部不経済や消費者余剰
などを含む社会的総余剰の観点では論じていない。また、供給者の行動変化も考慮していな
い。 
 

(2) 分析の結果、第一に、税収の確保に関しては、走行税導入直後は揮発油税と同等の税収を確
保できることを確認している。走行税に変更しても、経年的な税収の低下は避けられないこ
と、導入から一定期間後を比較すると、この走行税は現行の燃料税より税収を多く確保する
ことが示された。これは、走行燃費が改善される限り、ある一時点での税収中立的な走行税
の導入は、後年における事実上の増税となることから説明できる。第二に、走行税への変更
により、ガソリン販売量も走行距離も燃料税に比べて減少する。また地域的には、現在、燃
費の良い地方部の都道府県において、需要の減少がより大きくなる可能性が示唆されている。 

 
(3) 次に、自動車販売に関する推定結果を用いて、ガソリン需要と同様に、揮発油税を税収中立

的な走行税に置き換えた場合の自動車販売に与える影響についてシミュレーション分析を
行った。分析の結果、自動車タイプ別にみると小型自動車や軽自動車の販売台数の減少率が
高く、普通乗用車の減少率は前者より相対的に低いことが示された。結果として、販売され
る自動車の平均的なカタログ燃費は現状より低下する可能性が示された。この分析結果は、
あくまで揮発油税を走行税に置き換えた場合の影響を見たものである。自動車の取得時にか
かる税、保有税に関しては現状のままとなっている。更に、税制の変更が供給者に与える影
響も考慮していないなど、強い仮定の下での試算である点に留意されたい。 

 
(4) 本研究は税収中立的な走行税で既存の揮発油税を置き換えた場合の影響について分析を行

ったものである。自動車の利用については、購入・保有・利用段階で税が設定されており、
本研究は保有に関する分析を行っていない。シミュレーション分析の結果は、第一段階の需
要分析の結果に依存する。需要分析においても多くの点で改善の余地が残されており、より
頑健な推定結果を得ることが必要である。最後に、本分析は資源配分の効率性についての分
析がなされていない。特に自動車交通の外部不経済の原単位の大きさによっては、こうした
税収中立的な走行税が資源配分の効率性に影響を与える可能性もあり、今後の大きな研究課
題であると言える。 
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